
第２回

東海村公共下水道事業審議会

平成26年12月18日
東海村建設農政部下水道課



汚水処理の手法

汚水処理施設

公共下水道 農業集落排水施設 合併処理浄化槽

※東海村では実施しない 「個人設置型」

「市町村設置型」

． 汚水処理計画について ．
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１）都道府県構想
生活排水ベストプラン

２）流域別下水道整備総合計画
下水道整備のマスタープラン

３）那珂久慈流域下水道事業
茨城県

４）那珂久慈流域下水道関連公共下水道事業
東海村

． 汚水処理計画について ．
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目標年次

改定ベストプランでは、目標年度を平成２７年度（短期計画）

及び概ね平成３７年度（中期計画）と設定し、

現況をふまえて生活排水処理施設を効率的かつ効果的に

整備していく計画を策定しております。

． ベストプランの概要 ．
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． 下水道全体計画図 ．
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下水道全体整備面積
1,836.0ha



． 現在の整備状況 ．
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整備率：77.5%

普及率：83.1%
整備率（％）：整備済み面積÷認可面積

普及率（％） ：処理人口÷行政人口

下水道事業計画整備面積
1,517.0ha



． 下水道整備費用と整備面積 ．
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． 下水道整備面積と維持管理費 ．
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． 維持管理における費用・収入内訳 ．
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． 起債（借入額）の推移 ．
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「予算の確保」

補助金の確保，料金収入の伸び悩み

「費用対効果は？」

特環区域（調整区域）整備の受益者負担金とのバランス

「人口減少」

施設維持費を捻出するための料金値上げ

「老朽化」

敷設後30年が過ぎ維持管理費の増大

． 今後の問題点 ．

10



日本の人口は、2100年には5,077万人まで減少

していくと予想されています。

節水機器の普及や節水意識の定着と人口減少の

影響として、需要水量を予測した結果、2100年に

は現在の3分の1程度になると予測されています。

． 人口減少・高齢化の進行（全国） ．
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図‐1 日本の人口推計 図‐2 将来の上水道事業の需要水量（有収水量ベース）
【新下水道ビジョン（平成26年7月）より】



東海村第5次総合計画では、最終年度（2020年）で

行政人口を38,000～40,000人と想定しています。

茨城県総合計画では、2015年から減少傾向に転じ、

2035年頃までには245～255万人程度に減少する

と想定しています。

． 人口減少・高齢化の進行（村、県） ．
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【東海村第５次総合計画より】

図‐3 行政人口の推計（東海村）
【茨城県総合計画＜改定＞：2012年（平成24年3月）より】

図‐4 行政人口の推計（茨城県）



． 管理時代への移行① ．
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財政・人材の制約

― 近年、国及び地方財政における公共事業関係費は

減少傾向にあります。

― インフラを支える公的部門人員は減少傾向にあります。

・下水道事業（全国ベース）では、2002年度対比で74％の水準

にまで落ち込んでいるのが実態です。

図‐5 国の社会保障関係費、公共事業関係費、国債費の推移
（決算ベース） 【新下水道ビジョン（平成26年7月）より】

図‐6 日本の地方行政に係る職員数の推移



インフラの老朽化

― 下水道事業開始から約30年が経過しており、20年後の

2030年頃には下水道管の耐用年数（50年）を迎えます。

― 下水道は腐食性ガスにさらされるなど劣悪な環境下に

置かれることも多いため、比較的短いサイクルでメンテ

ナンスや更新等が必要となることが特徴です。

― 下水道は道路下に埋設されているため維持管理が行い

難く、老朽化状況が把握しきれていないのが現状です。

． 管理時代への移行② ．
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硫化水素による腐食（東海村照沼地内）

正常な管渠 腐食により鉄筋が露出

（コンクリート管） （平成５年敷設）

．下水道管渠の現状（腐食）

15



．下水道管渠の現状（破損・不明水）
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①インバートクラック ②管渠破損（塩ビパイプ）

④不明水・取付管突出し③モルタル付着



①黒字経営に向けた計画見直し

・効率的な汚水処理整備の観点から，将来的にも真に下水道施設が

必要な地域を選定。

・浄化槽整備費が公共下水道整備費より安価になるか，汚水処理方法

の見直し。

②整備手法の柔軟な対応

・安く，早く整備するための低コストの技術を導入（クイックプロジェクト）

・10年での概成するための，弾力的な汚水処理施設整備方針への変更

③発注方式の検討

・体制補完等のための，民間活力を積極的に取入れる方式を検討

． 下水道計画の見直し ．
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浄化槽設置による整備手法として、

「個人設置型」

個人（住民）が浄化槽を設置して、維持管理を行います。

※ 設置工事費における個人の負担額が大きい。

※ 維持管理を個人に委ねるため、適正な維持管理の確保が難しい。

「市町村設置型」

市町村が主体となり浄化槽を設置し、維持管理を行います。

※ 浄化槽の整備を推進し、適正な維持管理を確保する。

※ 市町村の財政負担が増大する傾向にある。

． 浄化槽設置による整備 ．
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． 浄化槽設置における財源 ．
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． 「個人設置型」浄化槽 ．

浄化槽設置

本体費用 及び 付帯工事費すべて個人負担

維持管理

※ 家庭用浄化槽の場合

※ 保守点検・清掃費用は業者ごとに変動します。
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項 目 期 間 費 用

保守点検 ４か月に１回以上 年 20,000円程度

清 掃 毎年１回 1回18,000円程度

法定検査(11条) 毎年１回 4,500円

清掃

法定検査（11条）

保守点検



村内
１,３８８ 基が稼動している。（茨城県による管理。平成25年度末現在）

．「個人設置型」浄化槽の設置状況 ．
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生活排水による公共用水域の水質汚濁防止や環境衛生の向上を図り、
生活環境を保全するため、浄化槽を設置する方に補助金を交付しています。

【補助金額】
▽ ５人槽…332,000円
▽ ７人槽…414,000円 Ｈ24年度 21件
▽10人槽…548,000円 Ｈ25年度 15件

Ｈ26年度 15件（見込み）

東海村浄化槽設置整備事業補助金

※公共下水道事業計画区域外に設置する方に限る。

補助金申請件数



浄化槽市町村整備推進事業の実施状況
全国 287市町村 （平成25年12月末現在）

茨城県内

常陸太田市、桜川市、行方市、小美玉市（下水道事業等と併用）

大子町（「市町村設置型」浄化槽のみで実施）

．「市町村設置型」浄化槽の設置状況 ．
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． 「市町村設置型」浄化槽の概要 ．

浄化槽設置 （イメージ図）

維持管理

法定検査や保守点検などの維持管理を村が行います。
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分担金 制度

浄化槽設置費用の一部を個人負担していただきます。

使用料金

維持管理費用として、浄化槽使用料金を

お支払いいただきます。

． 「市町村設置型」浄化槽
における個人負担 ．
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． 分担金 制度 ．

分担金 制度

浄化槽設置費用の一部を個人負担していただきます。

＜県内市町村の一例＞
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． 浄化槽使用料金 ．

使用料金

維持管理費用として、浄化槽使用料金を

お支払いいただきます。

＜県内市町村の一例＞（２ヵ月分・税込額）
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